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【論文要旨】
　本稿は，首都圏郊外に立地するアパート居住者の実態を把握することを目的としている。対象地
域である埼玉県富士見市のアパートは，間取り，家賃，築年数などが多様であり，それを反映して
さまざまな世代・家族形態の人々が居住している。40歳未満の若年世帯は，総じて居住期間が短
く，アパートからの転出意向が強い。その中でも夫婦と子からなる世帯の多くが対象地域やその周
辺の戸建住宅の購入を希望しており，アパート居住者がローカルな住宅市場の顧客の一つとなって
いる。アパートが仮の住まいとして認識される傾向の強かった若年世帯に対し，世帯主の年齢が
40歳を超える壮年・高齢世帯や片親世帯においては，居住期間が長い世帯も多く転居の意向が弱
い。転居の意向が弱い要因は世帯構成や世代によって異なる。40歳から59歳までの単身世帯で
は，結婚など転居の契機が訪れないことが，40歳から59歳までのファミリー世帯では夫の職業が
不安定であることなどが要因と考えられる。一方で高齢世帯や片親世帯については，年齢や経済的
要因が転居を難しいものにしている。これらの結果は，アパートが従来考えられてきた仮の住まい
としての位置付けから，多様な世帯や世代の住まいとして裾野を広げていることを示唆している。
【キーワード】首都圏，郊外，アパート，居住者，埼玉県富士見市
1．　はじめに
　親元を離れ一人暮らしをしようという時，アパートは住まいとして一つの選択肢となるのではな
いだろうか。近年，ワンルームマソショソの増加によりその地位は低下しつつあるものの，大都市
居住者，特に進学や就職によって地方圏から転入してきた人々の多くはアパートに住んだ経験があ
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るに違いない。ここではアパートを2階建以下の民営共同借家と定義するが，2003年の住宅土地
統計調査によると，全住宅戸数に占めるアパートの割合は東京大都市圏で約13％にも達してお
り，どこにでもある身近な住宅となっている。実際，著者も地方から進学のため上京し，現在郊外
のアパートに居住している。ところが持家と異なり，居住期間が短いことや過剰な干渉を避ける昨
今，隣や上下階にどのような人が住んでいるのかといったことは意外とわからない。
　厚生省が1941年に全国24都市を対象として行った大都市住宅調査によると，大都市居住者の実
に8割が賃貸住宅に居住していたというが，その多くは一戸建てや長屋が多かった。アパートが
一般化するのは1950年頃からのことで，比較的新興の住居形態といえる（多治見，2001）。アパー
トがその地位を向上させたのは，大都市に職を求めて若年労働者が大量に流入し住宅不足が顕在化
した高度経済成長期だった。大量の供給が求められていたこともあり，木造，低質，狭小，設備共
用の木賃アパートが都心周辺に次々と建設されていった。その供給数は終戦から1973年まで大都
市圏を中心に約350万戸建設され，公共借家約200万戸をはるかに凌ぐ（住田，2007）。
　1980年代，木賃アパートは低水準な造りゆえに劣化が激しく，建設から20年程度で不良ストッ
ク化してしまうものが多かった。また大都市への流入人口自体が減少したことや，郊外における設
備専用のアパートの建設，非木造の共同借家の建設などによって，木賃アパートの更新が叫ばれる
ようになる。さらに，1982年に「木造賃貸住宅地区総合整備事業」が開始されたことも追い風と
なり，木賃アパートの更新が社会的関心事となっていく。
　こうした社会的背景により木賃アパート研究は建築学，都市計画学などの分野を中心に1970年
代後半から1980年代末ごろまで居住者の属性や転出の意向，オーナーのアパート経営の実態や建
替え意識1などといった観点から多くの蓄積を生んだ。アパートの居住者に関する研究として国民
生活センター（1981）や津田・長峰（1989ab）がある。東京都世田谷区，板橋区，足立区におい
て民間アパート居住者の実態を明らかにした国民生活センター（1981）においては居住者の約7
割は40歳未満であったとしている。また，都心周辺部に立地する木賃アパート居住者の属性を調
べた津田・長峰（1989ab）は，主に低所得の若年単身層と高齢単身層が居住していることを指摘
している。
　その後バプル経済を迎え，地上げと共に多くの木賃アパートが姿を消し，木賃アパート研究も下
火となる。1994年に出版された森本（1994）は，森本がそれまで積み重ねてきた木賃アパート研
究の集大成であるとともに，木賃アパートに替わる高品質な賃貸住宅が高所得者層の住まいとして
普及しつつあることを指摘した一冊である。
　森本（1994）の後，木賃アパートはおろかアパート研究は管見の限りではない。バブル経済が
崩壊し，社会・経済情勢は大きく変化した。住宅双六に描かれてきたような居住のかたちは，土地
1例えば，国民生活セソター（1981）や三宅（1981），森本（1982），津田ほか（1987），津田・長峯（1989ab）
などがある。
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神話の消滅や持家志向の減退，平山（2009）が指摘するように単身者，片親世帯，非正規雇用者
など持家政策の恩恵を享受することが難しい層の増加によって崩壊しつつある。そうした中で森本
（1994）以降，アパート居住者はどのように変化したのだろうか。こうした問題意識から，本稿の
第一の目的は，郊外に立地するアパートにどのような人々が住んでいるのかを明らかにすることに
ある。
　そして，第二の目的は「小規模開発住宅地域の形成過程とそのメカニズムに関する研究」を解明
する一環に位置付けることにある。著者はこれまで大都市圏の郊外における無秩序・無計画に開発
された小規模開発住宅地が連担した地域の形成メカニズムを明らかにするため，埼玉県富士見市を
事例とし調査を進めてきた。当研究は市街化に関与している主な主体として土地供給主体（農家や
地主），開発主体（地元不動産会社や工務店，建設業者），住宅需要主体（戸建やアパートの居住者）
に注目している。そして，住宅を媒介として各主体の思惑やニーズ，都合などが相互に関係し合う
ことで地域が形成されていくのではないかという観点から調査を進めている。そのため本稿ではそ
れら3つの主体のうちアパートの住宅需要主体を取り上げ，対象地域のアパート居住者はどのよ
うな人々で，そうした人々はなぜ対象地域のアパートに住んでいるのかということを明らかにす
る。
　そうした背景から，本研究の対象地域は埼玉県富士見市にある東武東上線鶴瀬駅から半径1km
圏とした。本研究は主にアソケート調査とアパート住民への聞き取り調査の結果を主な資料として
用いる。アソケート調査は2009年3月，鶴瀬駅の半径1km圏内に立地するアパートにボスティン
グによる配布を行った2。配布数は3，000部で135通（回収率4．5％）の郵送回答を得た。また，アソ
ケート調査の回収率の低さを補うため，2009年10月にアソケート回答者の中から承諾を得た18世
帯に1時間から3時間程度の聞き取り調査を実施した。
2．　アパート居住者の概要
　（1）東京圏におけるアパートの分布と変遷
　本節では，東京圏におけるアパートの戸数や分布，そしてそれらの変遷について国勢調査と住宅
土地統計調査をもとに概観する。なお，国勢調査を用いる場合は埼玉県，千葉県，東京都，神奈川
県を東京圏とし，住宅土地統計調査を用いる場合は，関東大都市圏3または東京50km圏とした。
そのため，用語によって該当範囲が異なっている。
　図1より東京圏におけるアパート居住世帯数の分布をみると，東京都区部が圧倒的な世帯数を
誇っていることがわかる。郊外においても比較的人口規模が大きな都市においては数千から数万の
2一部，4階建の賃貸マンショソや3階建の軽量鉄骨造のアパートにも配布したが，大部分は2階建のアパート
　であるため，ここでは4階建の賃貸マンションや3階建の軽量鉄骨造のアパートからの回答も含めている。
3関東大都市圏とは，中心市（さいたま市，千葉市，東京都区部，横浜市，川崎市）と，そこへ通勤・通学す
　る15歳以上の人口が当該市町村総人口の1．5％以上ある市町村のことをいう。
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　　　　L－」・㎞　璽蠣世帯
　図1　東京圏におけるアパート居住世帯の分布（2005年）
資料：国勢調査より作成。
図2　東京圏における総世帯に占めるアパート居住世帯の割合（2005年）
　資料：国勢調査より作成。
アパート居住世帯が分布している。また，外縁部の町村においても分布が確認できる。つまりアパ
ートはどこにでもある一般的な住宅ということができる。こうしたことは図2の総世帯に占める
アパート居住世帯の割合からもうかがい知ることができる。総世帯に占めるアパート居住世帯の割
合はおおむね10～20％である。その中でも大学などが多く立地する23区西部やそれに隣接する地
域，工場などに勤める単身労働者の需要が高いと考えられる神奈川県秦野市などで高い値を示して
いる。
　以上のように，アパート居住世帯の割合や数量は都心から距離や産業に影響されるものの，東京
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　　図3　関東大都市圏における木造民営共同借家戸数の推移
資料：住宅土地統計調査より作成。
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　　　　図4　関東大都市圏における種類別の住宅戸数の推移
資料：住宅土地統計調査より作成。
圏において遍く分布している。
　次に，住宅土地統計調査から関東大都市圏におけるアパート戸数の変遷をみていく。ここではア
パートと定義している2階建以下の民営共同借家の時系列データを得ることができなかったた
め，便宜的に木造民営共同借家をアパートとした。関東大都市圏のアパートは地方農村地域からの
若年労働力の受け皿として機能したことは先述のとおりである。そのことを裏付けるように東京都
区部で人口が急増した時期に，アパートもそれに呼応するかたちで急激に増加する（図3）。しか
し，大都市圏の人口流入が減少する1970年代中頃から伸びは緩慢となり，その役割は低下してい
く。これは前述の人口流入の減少とともに，共同住宅の建設がより質の高い鉄筋や鉄骨造の3階
建以上のものに置き換えられていったためである（図4）。距離帯別のアパート戸数の変遷をみる
と（図5），高度経済成長末期の1973年には概ね東京都区部が収まる0～20km圏の割合が圧倒的
に多いが，その後一貫して減少している。その一方で20km以遠においては戸数こそ微減してい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一147　一
万戸
180
160
140
120
100
80
60
40
20
　0
ロ40－50km
．30－40km
．20－30km
■10－20km
■O－10km
　　　1973　78　83　88　93　98　200308年
　　図5　関東大都市圏における距離帯別の木造民営共同借家戸数の推移
資料：住宅土地統計調査より作成。
るが，割合においては増加し続けている。
　（2）対象地域の概要
　埼玉県富士見市は埼玉県南西部に位置し，東京都心から25kmほどの距離にある。2005年の国
勢調査によると，富士見市の人口は104，748人，世帯数は41，943世帯となっている。最寄駅の東武
東上線鶴瀬駅には準急列車が停車し，都心のターミナルである池袋駅まで約25分でアクセス可能
である。1950年代の公団鶴瀬団地の建設を契機として，1960年代前半から1970年代前半にかけて
地元中小不動産会社などの小規模開発によって急速に都市化した地域である。住宅の種類別世帯数
の推移では，1985年以降，5階以下の共同住宅の増加が目立っている（図6）。さらに2000年以降
になると6階以上の共同住宅の増加が顕著にみられる。2005年の住宅の種類別世帯数は，戸建住
宅が20，446世帯，共同住宅が20，656世帯とほぼ同数である。アパート居住世帯は6，493世帯（15．5
％）であり，3－5階の共同住宅居住世帯9，997世帯（24．0％）に比べると少ない（図6）。
　本研究の対象地域は，東武東上線鶴瀬駅半径1km圏の地域である。行政区域でいうと富士見市
大字鶴馬，羽沢2・3丁目，鶴馬1～3丁目，上沢1丁目，鶴瀬東1・2丁目，鶴瀬西2・3丁目，
関沢1～3丁目と三芳町藤久保地区の一部が該当する（図7）。対象地域のアパート居住世帯は
3，266世帯であり，その割合は20．7％と富士見市全体のそれよりも高い。土地利用は多様性に富ん
でおり，駅前や主要道路沿いには商店や店舗が，その周辺には2・3階建の戸建住宅を中心とし
て，アパートやマソション，農地，駐車場などが散見される。図7に示されているように，公団
（UR）や公営の共同住宅を除く共同住宅は対象地域にほぼ満遍なく分布している。対象地域の全
共同住宅居住世帯数7，692世帯のうち，アパート居住世帯数は約4割であるが，棟数でいうと半数
を超えると考えられる4。
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図7　研究対象地域（2007年）
資料：住宅地図より作成。
4関東大都市圏における共同住宅の戸数は，2階建以下が1棟につき平均4．5戸，3階建以上が平均18．0戸であ
　った（2008年住宅土地統計調査）。すなわち，富士見市のアパートは戸数では3階建以上の共同住宅よりも
　少ないが，棟数では3階以上の共同住宅よりも多いと考えられる。
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　（3）対象地域におけるアパートの概要
　量的不足が指摘されていた家族向け賃貸住宅は，1970年代から90年代に賃貸住宅建設に対して
住宅金融公庫からの融資5や利子の補給6が受けられるようになったこと，特定優良賃貸住宅制度7
の創設などによって増加傾向となっている。とはいえ，専有面積が50m2を超えるような賃貸物
件は鉄筋や鉄骨造のマンションが多く，本稿で扱っているアパートは専有面積が50m2を下回る
ものがほとんどである。また，専有面積50m2以上の民営賃貸住宅はフローでみると増加傾向で
あるとしても，ストックでは圧倒的に50m2を下回る物件が多い（森本，1994）。
　表1では本研究で取り上げたアパートの位置付けを明確にするため，対象地域が属する東京20－
30km圏と関東大都市圏のアパートの家賃および一戸当たりの延べ面積を示した。単位が全く異な
ることから両者の比較は難しいが，対象地域のアパートは，関東大都市圏におけるアパート居住世
帯の実情に近いといえる。アンケート調査から家賃は30m2未満だと40，000－59，999円が主であ
り，30－49m2だと60，000～74，999円が主である。延べ面積は30－49m2が多い。なお，30－49m2
表1　アパートの家賃と延べ床面積
40，000円未満40，000－59，999円60，000－79，999円80，000円以上 総　数
世帯　　％ 世帯　　％ 世帯　　％ 世帯　　％ 世帯　　％
対象地域
30m2未満
R0－49m2
T0m2以上
8100．0
O　　0。0
O　　0．0
22　56，4
P5　38。5
Q　　5．1
10　20．8
R2　66．7
U　12．5
0　0．0
W　44．4
P0　55．6
40　35．4
T5　487
P8　15．9
総　数 8100．0 39100．0 48100．018100．0 113100．0
　　東京20－30km
30m2未満
R0－49m2
T0m2以上
20，100　84，1
R，100　13．0
@　700　　2．9
69，900　60．2
Q2，000　18。9
Q4，200　20．8
38，400　29．0
S2，900　32．4
T1，000　38．5
2，700　5．5
P8，100　37．0
Q8，100　57．5
131，100　40．8
W6，100　26．8
P04，000　32．4
総　数 23，900100．0 116，100100．0 132，300100．048，90 10 ．0 321，200100．0
関東大
s市圏
30m2未満
R0－49m2
T0m2以上
128，700　83．4
Q1，000　13．6
@　4，600　3．0
271，200　53．3
P12，600　22．1
P25，300　24．6
216，600　35．9
P74，000　28．9
Q12，000　35．2
33，600　14．1
W4，300　35．4
P19，900　50．4
650，100　43．2
R91，900　26．1
S61，800　30．7
総　数 154，300100．0509，100100．0 602，600100．0 237，800100．01，503，80010 ．0
資料：アンケート調査および2003年住宅土地統計調査より作成。
注）アンケート調査の結果は家賃と延べ床面積のいずれかの回答がなかった22世帯は除いた。
5公的借家供給の不足を補い民間の土地所右者に住宅金融公庫から長期・低利の融資が行われることで，良質
　な賃貸住宅が供給されることを目的に創設された制度である。耐火構造，家族世帯向けが主な融資基準とな
　っている（日本住宅総合セソター，1997）。
6国が行う利子補給制度として農地所有者等賃貸住宅建設融資利子補助制度などがある。大都市等の市街化区
　域における農地の宅地化，良質な賃貸住宅供給を行うことが目的で，金融機関からの融資金の利子の一部を
　国が負担する（日本住宅総合センター，1997）。
7中堅所得者等に対して，優良な賃貸住宅の供給拡大を目的にした国の賃貸住宅建設補助制度のことである。
一定の条件の賃貸住宅を建設することを条件に建設資金の一部補助を受けることができる。補助の対象は，
個人事業主または地方公共団体である（国土交通省ホームページより一部引用）。
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の代表的な間取りは2DK（ダイニングキッチンと2つの居室）である。住宅・不動産情報サイト
のHOME’S8によると，鶴瀬駅徒歩10分圏内におけるアパートの平均賃料は1Rが39，000円，
1LDK・2K・2DKが59，000円であった。一方，隣接するみずほ台駅では1Rが42，000円，1LDK・
2K・2DKが63，000円であり，急行が停車するふじみ野駅では1Rが51，000円，1LDK・2K・2DK
が72，000円であり，鶴瀬駅周辺に比べ高い。これは急行の停車の有無に加えて，鶴瀬駅周辺は比較
的古くから都市化した地域のため古い物件が多いからだと考えられる。
　アンケート調査結果より得られた鶴瀬駅周辺におけるアパートの築年数は，10－19年のものが最
も多く，次いで20年以上のものが続く（表2）。築10－19年のアパートが多いのは1990年前後のバ
ブル経済期に全国的な貸家建設ブームが起きたためであると考えられる。この要因について日本住
宅総合セソター（1997）は，1987年までの段階的な公定歩合の引き下げによって投機的な貸家建
設が行われたこと，1992年の生産緑地法の改正と長期営農継続農地制度の廃止，宅地化農地にお
ける相続税の納税猶予制度が廃止されたことに起因するとしている。また，市街化区域内に農地を
持つ農家に家族世帯向け賃貸住宅建設を促す政策として，都市農地を転用して貸家を建設した場合
に固定資産税および都市計画税の減免措置などが創設されたためでもあるという。
　（4）アパート居住世帯の多様性
　戦後の都市居住者の居住歴をモデル化したものに「住宅双六」がある。これは高度経済成長末期，
日本各地が開発ブームに沸いていた1973年1月3日の朝日新聞に「人生泣き笑い　現代住宅双六」
という見出しで掲載された記事である。アパートはその双六の中では結婚前の単身者が住む場所と
して描かれている。つまりアパートはこれまでの認識からすると若年の単身者が住む住宅として捉
えられてきたといえよう。その証左として，先述の津田・長峰（1989ab）は，低所得の若年単身
層と高齢単身層が主に居住していることを指摘しているし，国民生活センター（1981）において
も居住者の約7割は40歳未満であったとしている。
　では，上記の調査から四半世紀が経過した現在，アパートにはどのような人々が暮らしているの
だろうか。表3はアソケート調査と2003年住宅土地統計調査によって得られた年齢別の家族形態
表2　アパートの築年数
5年未満 5－9年 10－19年 20年以上
世帯　　　％ 世帯　　　％ 世帯　　　％ 世帯　　　％
対象地域
結桙Q0－30km
ﾖ東大都市圏
　　　8　　　6．9
Q3，500　　7．0
P05，700　　6．9
　　16　　　13．8
T6，800　　16．8
Q50，300　　16．2
　　55　　47．4
P55，400　　46．1
U77，000　　439
　　37　　31．9
P01，400　　30．1
T08，200　　33．0
資料：アソケート調査および2003年住宅土地統計調査より作成。
注）アンケート調査の結果は築年数が「不明」と回答，または無回答だった19世帯は除いた。
8HOME’Sホームページ［http：／／www．hornes．co．jp］（2010年4月10日データ取得）
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表3　アパート居住世帯の年齢別家族形態
単身世帯 　　夫婦ｩらなる世帯
　夫婦と子
ｩらなる世帯
　片親と子
ｩらなる世帯 その他の世帯 総　　数
世帯　　％ 世帯　　％ 世帯　　％ 世帯　　％ 世帯　　％ 世帯　　％
????
29歳以下
R0歳代
S0歳代
T0歳代
U0歳代
V0歳以上
@不明
24　33．3
P6　22．2
P0　13。9
V　　9．7
P0　13．9
T　　6．9
@　0．0
3　16．7
T　27．8
S　22．2
P　5。6
R　16．7
P　5．6
P　5．6
1　3．7
P4　519
S　14．8
R　11．1
R　11，1
P　3．7
P　3．7
1　7．7
S　30．8
V　53．8
P　7．7
@　0．0
@　0．0
@　0．0
2　40．0
@　0．0
P　20．0
@　0．0
P　20．0
@　0．0
P　20，0
31　23．0
R9　28．9
Q6　19．3
P2　　8．9
P7　12．6
V　　5．2
R　2．2
総数 72100．018100．027100．013100．0 5100．0 135100．0
??????
29歳以下
R0歳代
S0歳代
T0歳代
U0歳代
V0歳以上
@不明
282，900　30．5
P78，700　19．3
X5，600　10．3
P19β00　12．9
P01，900　11，0
X0，800　9．8
T8，000　6．3
31，400　13．8
T8，000　25．5
Q1，700　9．5
R4，200　15．0
S7，900　21．1
R1，000　13．6
R，200　1．4
37，600　12．1
P02，300　32．8
U8，000　21．8
U3，000　20．2
R ，100　10．0
@8，700　2．8
@1，200　0．4
8，300　7．1
Q7，700　23．6
Q8，700　24．5
R0，100　25，7
P4，700　12，5
V，000　6．0
@800　　0．7
22，700　27．5
P6，900　20．5
P0，100　12．2
P5，600　18．9
P1，100　13．5
T，600　6．8
@500　　0，6
382，900　23．0
R83，600　23．0
Q 4，100　13．4
Q62，700　15．8
Q06，700　12．4
P43，100　8．6
U3，700　3．8
総数 927，700100．0 227，400100．0 311，900100．0117，3001 0．82，50 100．01，666，800100．0
資料　アソケート調査および2003年住宅土地統計調査より作成。
注）年齢は世帯主の年齢。
注2）　関東大都市圏のデータは木造民営借家の値。
を示したものである。両者を比べると，アンケート調査回答世帯は40歳以上の層が若干少なくな
っているが，それ以外に大きな差は認められない。よって，アンケート調査の回答世帯は関東大都
市圏において平均的な値に近いといえる。
　まず，29歳以下の世代では単身者が24世帯と最も多い。次いで，30歳代では単身者に加えて夫
婦のみの世帯（以下，夫婦世帯）や夫婦と子からなる世帯（以下，夫婦と子世帯）が表れ，多様な
世帯構成となる。40歳代・50歳代になると夫婦世帯や夫と婦子世帯が少なくなる一方で，片親と
子からなる世帯（以下，片親世帯）が大きな割合をみせるようになる。最後に60歳代，70歳以上
の世代は単身者が多い。なおアンケート調査では60歳代，住宅土地統計調査では50歳代が隣接世
代と比べて多くなっているが，これは両者の調査時期に5年のタイムラグが生じているためと思
われる。
　以上のようにアパートは，これまでアパート居住者として広く認識されてきた若年単身者に加え
て，40歳以上の幅広い層に裾野を広げているということが明らかとなった。
　（5）アパートによる住み分け
　本節では，年齢や世帯によって居住するアパートに違いがあるのかということを明らかにする。
なお，以下では便宜的に夫婦世帯と夫婦と子世帯をファミリー世帯と称し，世帯主の年齢が40歳
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未満を若年単身世帯と若年ファミリー世帯，40歳から59歳を壮年単身世帯と壮年ファミリー世
帯，60歳以上を高齢単身世帯と高齢ファミリー世帯に分け，それに片親世帯，ならびにその他の
世帯（建替えのためにアパートを仮住まいとする世帯や友人や知人と同居する世帯）を加えて分析
を行った。なお，本章と次章で用いるアソケート結果は表4にまとめた。
　対象地域にはさまさまな広さや年代に建設されたアパートが存在することは既に示した通りであ
る。間取りも多彩であり，単身向けのワンルームから家族向けの3LDKのものまである（表4）。
間取りは世帯によって異なり，若年単身者の多くは居室数が1つである。一方で，壮年・高齢単
身者は居室数が2つ以上の世帯も多い。ファミリー世帯は若年世帯で居室数が2つの世帯が，壮
年・高齢世帯では3つの世帯がそれぞれ目立つ。若年世帯と壮年・高齢世帯で間取りが異なるの
は，若年世帯では家財などが少ないことや子どもの年齢が低いためにそれほど多い居室数を必要と
しないためと考えられる。この結果より，アパートの間取りによって世帯の住み分けが行われてい
るといえる。
　次に，アパートの築年数と世帯の関係をみていく。対象地域では洒落た名称やデザインのアパー
トから，築40年は経とうかという老朽化したアパートまで各所でさまざまな時代に建てられたア
パートを目にすることができる。若年単身世帯や若年ファミリー世帯，壮年単身世帯は，築年数
10年未満や10－19年といった比較的新しいアパートに住む傾向が強い（表4）。一方で，壮年ファ
ミリー世帯，高齢単身・ファミリー世帯，片親世帯で築20年以上のアパートに住む世帯の割合が
高くなる。聞き取り調査では，まず築年数の新しいアパートに居住する若年世帯に隣人の年齢や家
族構成などを聞いた。
　「住んでいるのは若い人がほとんどだ。隣は24歳の単身女性が住んでいて仲良くしている」（27
歳男性，単身世帯，築5－9年），「アパートには子どもが一人か二人いる若い夫婦が多いが，一戸
だけ50代くらいの夫婦が住んでいる」（34歳女性，夫婦と子世帯，築10－19年），「左隣りは若い女
性で右は3・40代の男性だ」（23歳女性，単身世帯，築20－29年），「上に住んでいる人は，40代の
韓国人夫婦だ。鶴瀬駅の近くで韓国料理店を経営している。隣に住んでいるのは20代後半の男性
で，以前女性と同居していたようだったが，最近女性が出て行ったみたいだ」（30歳男性，夫婦世
帯，築5－9年），「下に住んでいる人は同じくらいの年の夫婦だ。アパートの一番端の一階にはお
ばあちゃんが一人で住んでいる」（32歳男性，夫婦と子世帯，築10－19年）。
　上記の聞き取り調査の内容をまとめると，築20－29年のアパートに住む23歳単身女性以外は，築
20年未満のアパートに居住しており，隣人も同じような世帯構成・世代であった。不動産情報を
提供するアットホーム㈱が2006年に東京都，神奈川県，千葉県，埼玉県に住む20～30代の男女
1，000人にインターネットと郵送にて行ったアソケート調査9によると，「古い」と思う物件で最も
多かったのが20年以上10で27．1％だったが，10年以上が26．8％，15年以上が26．4％とほとんどの回
9アットホーム㈱（2007）：『賃貸住宅に関する三者アソケート』［http：〃www．fgn．jp／mpac／sample＿2／＿data／
impacter／pdf／200705＿12．pdf］。
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表4　アパート居住世帯の世帯別の特徴
数
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資料：アソケート調査より作成
注）　転居希望の住宅は単身居住者に対して質問項目を設けていないため，単身者からの回答はない。また，
　　「転居しない」「転居したいが無理だろう」「わからない」と回答した世帯からの回答もない。
注2）間取りは，Rは部屋，　Kは台所，　Dはダイニング，　Lはリビソグの訳である。
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答者が20年以上経過した賃貸住宅を「古い」と認識している。また，同社が2006年に札幌市と仙
台市の賃貸住宅に居住する大学生245人に行った調査11では，理想の住まいとして新築と中古のど
ちらが良いか聞いたところ，新築が44．5％，中古が55．5％だった。中古を希望した回答者でも約6
割が10年以下の物件を希望していた。聞き取り調査からも「（今の家は）新しそうだったし駐車場
代込みで71，000円だったから住むことにした」（34歳女性，夫婦と子世帯，築10－19年）という話
も聞かれた。各種アンケート調査や聞き取り調査からも若年世帯は，築20年を超えている物件を
古いと認識し，古い物件を魅力ある住まいとして捉えていないことがわかる。築年数が経過してい
るアパートは見た目の問題の他に，バスとトイレの分離エアコソの設置，遮音性など質的に劣っ
ているものが多いと考えられる。すなわち，古いアパートはこうしたニーズが高い12若年世帯に嫌
厭され，結果として若年世帯が築年数の浅いアパートに多く居住する傾向を生んでいると推察され
る。
　次に，築年数20年以上のアパートに居住する世帯の割合が高かった壮年・高齢年世帯や片親世
帯について，聞き取り調査から隣人の世帯構成や世代をみていく。片親世帯への聞き取り調査では
「このアパートの住民は12世帯住んでいるがほとんどは70歳や80歳の老夫婦で，その次に多いのは
私たちのような母子家庭だ。特に母子家庭は最近増えている気がする」（45歳女性，片親世帯，築
30年以上）や，「上には50歳くらいの夫婦がいて，私たちよりも永く住んでいる。ちなみに隣は私
の娘と同級生の親子が住んでいてちょうど同じころ入居した。そこも母子家庭だ。この地区には母
子家庭が多い感じがする」（37歳女性，片親世帯，築20－29年）という。2000年の国勢調査による
と全国，埼玉県，富士見市の母子世帯の割合は，それぞれ6．5％，6．2％，6．6％である。富士見市
の中でも区画整理によって1977年より宅地化が始まった対象地域の南隣りに位置するみずほ台地
区13の母子世帯率は5，7％と低いが，対象地域は7．0％と高く，場所によって8．0％を超えている地
区もある。この結果は「この地区には母子家庭が多い感じがする」という話を裏付けている。
　高齢世帯の聞き取り調査では次のような話を伺った。「アパート内は1室以外埋まっていて，隣
10「古いと思う物件の築年数は？］という質問項目に対し，「5年以上」「10年以上」「15年以上」「20年以上」
　「25年以上」「30年以上」の選択肢を用意してある。
11アットホーム㈱（2007）：『部屋探しに関するアンケート』［http：〃www．athome．co．jp／news／questionnaire／
　2007／sapPoro＿sendai／0．pdf］。
12アットホーム㈱（2010）：『一人暮らしの実状と部屋探しについて』［http：〃www．athome．co．jp／news／ques－
　tionnaire／images／shutoken／0．pdf］。2009年に東京都，神奈川県，千葉県，埼玉県の19歳から29歳の学生
　（400人）と社会人（400人）を対象にインターネットによるアソケート調査を行った。「現在の住まいを探し
　た際に重視した点」について（複数回答），学生では家賃（90．5％），間取り・広さ75．8％），設備（61．3％），
　日当たり・通風（43．8％）などと続いた。また社会人においてもほぼ同じ値であった。この結果からも，若
　年世帯にとって設備が重要視されていることが伺える。
13みずほ台地区は西みずほ台1～3丁目，東みずほ台1～4丁目より構成されており，2000年の国勢調査による
　と総世帯数は5，437世帯である。東武東上線みずほ台駅を中心に整然とした街並みとなっているが，鶴瀬駅
　周辺と同様に低層の戸建やアパート，中高層共同住宅，店舗など多様な建物がみられる。
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には80歳くらいの老人と，その子どもと思われる60歳くらいの男性が住んでいる。下の人とアパ
ートの一番奥に住んでいる人は共に70・80歳のおばあちゃんだ。とても良い人で御裾分けなども
している。私の住んでいるアパートは高齢者がほとんどだが，隣のアパートには小さな子供がいる
夫婦が多く住んでいる」（63歳男性，単身世帯，築20－29年），「アパートには若い世帯は少ない。
隣に住んでいる夫婦（共に70代）は娘と同級生の親で私たちが入居する前から住んでいた。多く
の世帯は中学生や高校生のいる家族だ。ここには持家に住みたくても住めない家族が多く暮らして
いるのではないか」（69歳女性，夫婦と子世帯，築20－29年），「全部で6室あり，今は4世帯が住
んでいる。住民の中で一番私が若い。隣に住んでいる人は私よりも5歳ほど年上の男性で，脳梗
塞を患っている。昔は結構良い仕事に就いていたようだ。その他の人も皆高齢の単身男性だ。暮ら
しぶりはそれほど良くないと思う」（68歳男性，単身世帯，築30年以上）。68歳の単身男性の住む
築30年以上のアパートは，風呂なしで25，000円だという。現在，この男性は癌を患っており生活
保護を受給している。築年数が経ち家賃が安い14アパートはこの男性のように金銭的に問題を抱え
ている高齢単身者の居住が顕著にみられる。
　さらに，66歳単身男性（築20－29年）によると「このアパートは6世帯あり，すべて埋まってい
る。私の上の人は入居してきた時にあいさつに来た。40代の単身女性だが，生活保護を受けてい
るということを仲介業者の人から聞いた。はじめは気がつかなかったのだが，誰もいないはずなの
に突然怒鳴ったり，わめいたりすることがある。おそらく精神的な病気か，障害があるのだろう。
時々その人の実のお姉さんと思われる人が様子を見に来る。仕事はしていないようで一日家にい
る。二階にはその他に外国人が夫婦で住んでいる。アジア系だが，顔の色や顔立ちから中東系では
ないかと思う。以前，私が知り合いから野菜をたくさん分けてもらったのでアパートに住んでいる
人すべてに野菜を御裾わけしようとしたが，私の上の女性と外国人は居るはずなのに出てこなかっ
た。外国人はもしかすると不法滞在なのかもしれない。右隣の世帯は40代の男性と30代の女性が
暮らしている。男性と女性の姓が違うので，夫婦ではないと思う。借金取りが『OOさん，お金返
してくださいよ！』と夜の3時ごろ来たことがある。あまりに遅い時間で迷惑だったので，私が借
金取りを追い返した。左隣りの人は40代の単身女性で最近水商売の世界から昼の世界に移ったと
話していた」。この男性が住むのは1DKのアパートである。そのため男女のカップルや外国人夫
婦，若年・壮年の単身女性など幅広い世帯が居住する。とはいえ，どれもさまざまな事情を抱えて
いる世帯であり，若年世帯が多く居住する築年数の新しいアパートとは様相を異にする。
　今回のアンケート調査では，高齢単身女性や高齢の夫婦世帯からの回答が少なかった。しかし，
63歳男性の「下の人とアパートの一番奥に住んでいる人は共に70・80歳のおばあちゃんだ」とい
う話からも高齢単身女性も多く居住していると考えられる。また，69歳女性や66歳男性の話にあ
142008年の住宅土地統計調査（全国値）によると，2006－2008年に建設された木造民営借家の一畳当たりの家
　賃は3，417円だったのに対し，1980年代に建設されたものでは2，770円，1970年代に建設されたものでは
　2，269円なっており，築年数が経過するにつれて家賃が低くなっている。
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ったように，高齢夫婦世帯や外国人なども多く居住しているものと思われる。特に外国人は聞き取
り調査からも増加傾向にあるようで，対象地域では総人口の5％近くに達している地区もある
（2005年国勢調査）。
　以上のように，聞き取り調査から聞き取り対象者と同じような年齢や家族形態の人々が同一のア
パートに居住する傾向があることが明らかになった。こうした住み分けが生じるのは，第一に世帯
構成や居住者数の違いによる選別があるからである。このことは，家族人員が増加すれば広い専有
面積が必要になってくるため想像に難くない。第二に住居の築年数による選別である。この要因に
ついては判然としないものの，設備や見た目を重視する若年世帯と，それほどこだわりを持たない
片親世帯や高齢世帯のニーズの差や，家賃負担力の差によるものと考えられる。
3．世代・家族形態からみるアパートの役割
　住宅のニーズはそれぞれのライフスタイルやライフステージ，家族の状況などによって所有や間
取り，居住地が変化する。先述のように賃貸住宅は持家取得までの仮の住まいとされることが多い
が，持家は結婚や子どもの誕生や成長などを契機として取得され，長期間の住まいとして，さらに
は終の棲家と位置付けられることが多い（三宅，1996）。本章では，アパートが従来のように持家
取得までの仮の住まいとして認識されているのかを問い直し，その役割を再検討する。
　（1）若年世帯
　若年世帯，特に若年単身世帯の居住年数は多くが5年以内で短い（表4）。こうした傾向は，転
出の意向の高さからも裏付けることができる。27歳男性は，高校卒業後地元の岡山県で大手電機
メーカーに勤め，退職後「東京に住んでみたかった」という理由でアパートを借り，現在は川越市
でアルバイトをしている。今の住居は「ネットで簡単に契約でき，冷蔵庫やテレビ，洗濯機，パソ
コンなどひと通りの家電製品はそろっていて楽だからマソスリーのアパートにした」という。今後
の転出の意向について尋ねたところ「東京で遊ぶだけ遊んだら岡山の実家に帰る可能性が高い。祖
父のコネで仕事はいくらでもあるだろうし，実家には資産があるので食べてはいけるだろう。実家
の家業（酒蔵）を継ぐこともできる。埼玉で結婚することになればずっと埼玉で住むかもしれない。
とりあえず，あと数年は今の家に住むことにはなるだろう」という。また，介護の派遣社員をして
いる23歳の女性は「家賃が安く（著者注：共益費込35，000円）利便性も良かったのでとりあえず
ここにした。30歳くらいまでには結婚したい。そうすれば今の家を出るだろう。特に不満はない
ので，転職や結婚などの大きなイベソトがなければ住み続けるだろう」という。
　このように，具体的な転出時期や将来の方向性は十分定まっていないものの，結婚や転職などの
ライフイベントによって「いずれはでるだろう」という漠然とした転出の意向が伝わってくる。将
来に対する不安も感じられず，「気が向いたら転居する」といった身軽ささえ感じさせる。
　若年単身世帯の中にも「転居したいが無理だろう」という回答がみられた。その回答者の一人に
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その理由を尋ねた。「自分たちが就職した時は不景気で良い仕事がなく，さまざまな仕事を転々と
してきた。今は介護の仕事をしている。月収は20万円ほどだ。今の会社は経営状態があまり良く
ないので，いつなくなるかわからない。（中略）趣味の音楽はこれからも続けようと思っており，
できれば防音対策のしっかりしているマソションに移りたい。しかし，今のアパートの家賃は
33，000円と安いので当分転出することはないだろう。結婚にも興味はない」（35歳女性）。30歳代
後半の若年単身世帯からの聞き取り調査はこの一名のみであったが，アンケート調査より得られた
転出の意向で「転居しない」「転居したいが無理だろう」「わからない」と答えたのは30歳代後半
の単身者13人のうち5人であった。それは彼らが置かれた就業形態が強く投影されていると考え
られる。30歳代後半の単身者の職業をみてみると，無職・家事が1名，パート・アルバイトが1
名，派遣・嘱託が4名と不安定な就業形態が目立つ。すなわち，不安定な就業形態ゆえに結婚や
住み替えが思うに任せず，結果として「転居しない」「転居したいが無理だろう」「わからない」と
判断したと思われる。
　若年単身世帯と並んで転出の意向が強いのは若年ファミリー世帯（夫婦世帯8世帯，夫婦と子
世帯15世帯）である。若年単身世帯が漠然とした転出の意向を示すのに対して，若年ファミリー
世帯は持家取得という，より具体的な転居希望を持っている。特に持家戸建住宅を望むのは転出の
意向がある20世帯中10世帯で，持家集合住宅を希望する4世帯よりはるかに多い。さらに，その
うち富士見市やその周辺に持家を求めるのは7世帯であった。この結果は，川口（2002）が「戸
建住宅は，賃貸からの取得であっても既存の持家からの買い替えであっても，比較的従前の居住地
に近い範囲で探索される」という指摘からも想像に難くない。埼玉県や富士見市では持家戸建住宅
の居住世帯が他県や同一距離帯の地域と比べて高い15。持家集合住宅が都市部での持家取得の代表
となりつつある現在，持家戸建住宅が支持されているのは，持家戸建住宅出身者が多く戸建志向が
強いためと考えられる。また，聞き取り調査からは「はじめは新し目のアパートかと思っていた
が，良く見るとけっこう傷んでいたし，入居した時に給湯機が壊れていた。一番気になったのは壁
が薄いことだ。私たちが住んでいたのは一階（著者注：調査時はすでに転居していた）で，上の人
が歩いたり携帯電話がなったりすると良く聞こえた」（34歳女性，夫婦と子世帯）とか，「二階に
住んでいるので，子どもの歩きまわる音や声で周りの住民に迷惑をかけているのではないかと気に
なる。子どもには音など気にせずのびのびと育てたい」（32歳男性，夫婦と子世帯）という。この
ように遮音性の低いアパートに居住しているがゆえに，子どもの歩く音や声を気にする必要のない
持家戸建住宅が志向されるのではないかと考えられる。
　では，若年ファミリー世帯はどのような戸建持家住宅の購入を考えているのだろうか。聞き取り
調査からは，「いくら共働きとはいえ，高卒の現業職なので給料は安い。買えても2，000万円台後半
152008年住宅土地統計調査によると，埼玉県の持家に占める持家戸建住宅の割合は79．5％で，千葉県77．9％，
　神奈川県66．2％より高い。また，富士見市は74．9％であり，東京20－30km圏の64．0％と比べ大幅に高い。
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だろう。3，000万円の家はとても手が出ない」（23歳女性，夫婦と子世帯）とか「子どもの教育費
もかかるので現在貯蓄はない。おそらく全額ローンになると思う。早くローソを組まないと組めな
くなってしまうので，できるだけ早く組みたい。年収は350万円なので35年ローンになるだろう。
特にデザイソや敷地面積にはこだわっていない。いい物件であれば中古でも良い」（32歳男性，夫
婦と子世帯）というように，比較的アフォーダブルなものを選ぶ傾向がある。
　こうしたアフォーダブルな住宅が選ばれるのは世帯主の職業に起因するものと考えられる。世帯
主の職業は無回答の3世帯を除く20人が自営業か正規雇用であった。世帯主の仕事内容は専門・
管理・事務職が11人，現業・技能職が7人であった。世帯主の勤務先の従業員規模は，1000人以
上の大手企業が6人，100～999人の中堅企業が6人，100人以下の中小企業が8人であった。世帯
主の勤務地は東京都区部が6人，埼玉県内が9人，その他3人と埼玉県内が多い。東京都区部通
勤者は東京都豊島区3人，東京都新宿区3人で都心3区への通勤はみられなかった。一方で，隣
接する三芳町に比較的大きな事業所が立地していることを反映して，4名が三芳町を勤務地として
いた。また，現業職や自営業である者は，富士見市内や現場（日によって勤務地が変わる）という
回答もみられた。本アンケート調査では年収に関する質問項目はなく想像の域を脱しないが「買え
ても2，000万円台後半」「年収は350万円」という話からも年収300－500万円程度の世帯が多いので
はないかと推察される。
　そういった需要に応えるように，対象地域内に配布された新聞折り込みチラシをみると，3，000
万円台前半が最多価格帯ではあるものの，1，000万円台後半で築浅物件が多く出回っているし，
2，000万円台前半の新築物件もみられる。また「ある地区で分譲した物件のチラシや新聞折り込み
は，その地区と隣接する地区しか配布しない。結局，購入者は子供の転校や生活環境の変化を考え
るから自然とエリア内の住民しか買わず，購買層は限られてくるからだ」（地元不動産会社社員16）
という話から，地元不動産業者も近隣の需要を見込んだ営業活動を展開している。
　対象地域では2000年以降，新築戸建住宅の建設が活発化している。アパートに居住する若年フ
ァミリー世帯は，こうした戸建住宅の需要者としてローカルな住宅市場を支えているのである。ま
た夫と妻の出身地をみてみても，無回答だった2世帯を除く21世帯のうち19世帯は夫か妻いずれ
かの出身地が埼玉県内であった。このことからも，たとえ都心のターミナル駅まで30分以内でア
クセス可能な地域であっても，対象地域になんらかの関わりがない限り対象地域のアパートに居住
することは少なくなっている。郊外第一世代は，都心から郊外というように外向的な移動を行うこ
とで持家取得を果たしてきた。しかしアソケート調査に回答した若年ファミリー世帯は，現住居の
周辺で育ち，地元やその周辺で離家→結婚→持家取得が完結される傾向が強いとみられる。つま
り，対象地域内の住宅市場は持家・賃貸ともにローカル化の色彩を強め，賃貸と持家の間で循環が
はじまっている。換言すると，対象地域内のアパートはローカルな住宅市場の需要者を供給する役
16著者が2007年に行った地元不動産会社社員への聞き取り調査による。
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割を担っている。
　②　壮年・高齢年世帯
　居住年数が5年以下が多かった若年世帯に対し，壮年・高齢世帯の居住年数は6年以上が多
く，中には20年を超える世帯もある。また，たとえ居住年数が5年以下でも従前の住居の所有が
賃貸である世帯が多い。現住居の居住年数が5年以下の壮年・高齢世帯27世帯のうち，前住居が
富士見市・三芳町で，かつアパートだった世帯は10世帯だった。聞き取り調査でも従前のアパー
トから家主の都合によって立ち退きを要求され，現在のアパートへ移った世帯が2世帯あった。
夫婦と子世帯の69歳女性は，前に居住していたアパートと同じ家主が経営する現在のアパートへ
越してきたという。また，単身世帯の68歳男性は，前に居住していたアパートを管理していた不
動産会社の斡旋によって現住居に越してきたという。このように壮年・高齢世帯は，たとえ現住居
の居住年数が短くても，潜在的な賃貸住宅の滞留層であるといえる。また，従前の住居がアパート
だった21世帯は，16世帯が富士見市と隣接する市町のアパートから転出しており，若年世帯のそ
れと比べるとはるかに地域内での滞留も顕著である17。すなわち，壮年・高齢世帯はローカルなア
パート市場の潜在的顧客であるといえる。
　次に壮年・高齢世帯の転出の意向についてみていく。転出の意向が高かった若年世帯に対して，
40歳以上の壮年・高齢世帯では押し並べて転出の意向が低い。とはいえ，壮年世帯においては転
出の可能性を示唆する世帯も多くみられる。壮年単身世帯の職業は多くが正規雇用であり，生活が
比較的安定していることが転出の可能性を担保しているものと考えられる。壮年単身の41歳男性
は，現在大手鉄道会社に勤務している。「結婚については諦めているつもりはないが，たぶん無理
だろう」と結婚について可能性は薄いとしているものの，日々の生活については「現在，特に貯蓄
はしていないが自社株は買っているので資産はある。休みの日にはドライブや電車に乗りに行く。
現在の役職上，アルバイトや部下を連れて飲みに行く。その時はおごったり，多めに出したりする
ので飲み代が嵩む。実家にも少しお金を入れているので，少なくとも月に20万円ほどは使う」と
いう。この男性は結婚の可能性についてはほぼないとしながらも，収入の多くを生活費に回してい
て「独身貴族」さながらの生活を送っている。この男性に転出の意向を尋ねたところ「この家は日
当たりもいいし特に不満はない。転居するとすれば今の会社を退職する時になる」という。2005
年の国勢調査によると30歳から59歳までの単身者の持家率は10％未満であることから，単身者が
持家を取得することは少ない。持家取得の契機は結婚や出産であることが多いが，40歳を超えた
結婚はきわめて少なくなり，男性で6．0％，女性で2．3％である（2008年人口動態調査）。他の単身
世帯の転居のタイミソグについてはうかがい知ることはできないが，この41歳男性のように結婚
17若年世帯においては，従前の住居がアパートであった世帯が19世帯であり，そのうち前住地が富士見市の隣
　接市町であったのが8世帯だった。このことからも壮年・高齢世帯に比べ，若年世帯の移動が広域的である
　といえる。
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や転職，退職などの大きなライフイベントか，アパートの建替えなどがない限り，現住居から転出
することは少ないと考えられる。
　壮年ファミリー世帯は壮年単身世帯同様，居住期間の長い世帯が多いが，転出の意向は強い。壮
年ファミリー世帯を年齢ごとにみると，40歳代前半の8世帯のうち6世帯は持家への転出を希望
している。中にはアンケート調査の直後，対象地域内に持家戸建住宅を購入した世帯もあった。一
方で，45歳以上になると1世帯が持家，3世帯が賃貸，1世帯が考えていないと回答している。
2000年の国勢調査によると，世帯主の年齢が40歳を超えると持家取得率の上昇が緩慢となる。つ
まり，実家の継承や十分な貯蓄がない限り，住宅ローンや家族のライフステージの関係から持家取
得が難しくなるか持つ必要がなくなるために，持家取得を希望するのが40歳代前半に偏ったと考
えられる。また，転出の意向について「わからない」と回答したり，転出希望先の住宅を「賃貸」
または「考えていない」と回答した6世帯の世帯主の職業や仕事内容をみたところ，5世帯が現業
職であったり非正規雇用であったりした。この結果からも不安定就労や，比較的賃金水準が低い現
業職18の世帯は，アパートを出る必要がない，またはアパートに住まざるを得ない状況にあること
がうかがえる。
　60歳を超えるとファミリー，単身を問わず，転出の意向が顕著に低下する。「転出しない」と回
答した夫婦と子世帯の69歳女性は「持家が買えなかったというよりは，持家を持つことに意味を
見いだせなかった。今の家に不便は感じないのでここにこれからも住み続けるだろう」という。
「転居したいが無理だろう」と回答した二人の単身男性は転出できない理由を次のように語る。「癌
で仕事ができないために生活保護と年金で暮らしている。年金と生活保護を合わせて月11万円ち
ょっとで生活している」（68歳男性），「今の仕事は，前職を退職した後に勤めた。週に6日のフル
タイムで日曜日以外は出勤だが，最近仕事が減り，今は週休2日になっている。平日でも午前に
退社することがある。来年（2010年）の3月で契約が切れるのでこの会社を辞めることになって
いる。そうすれば収入がなくなるので切羽詰まった状況だ。今の家は気に入っているし街も住みや
すいのでここから越す気は全くない」（63歳男性）。これらの話からは経済的な問題が転居を難し
くしているということが読み取れる。
　相対的に転出の意向が弱い高齢世帯の中にもアンケート調査で転出の意向を示す回答も5世帯
みられた。しかし聞き取り調査では，希望と現実とのギャップが伝わってくる。「仕事はしている
といっても，年金とアルバ・fトで暮らしているので，住めても50，000円のアパートが限界だ。今の
家は日当たりが悪いのが不満だが，良い条件の家は6万円以上する。それと65歳を超えているの
でなかなか住まわせてくれるアパートがないと思う。日当たり以外は特別不満がないのでここにず
っと居ても悪くはない」（66歳男性，単身世帯）。「仕事を辞めて身体の自由が利かなくなってきた
182007年の就業構造基本調査（全国値）よると45－49歳男性の場合，専門・技術職，管理職，事務職は年収
　700－799万円が最も多く分布するのに対して，現業職（運輸・通信従事者，生産工程労務作業者）は年収
　300－399円と400－499万円が最も多い。
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ら生れ故郷の兵庫に戻りたい。しかし，現状では高齢になればなるほどアパートを借りにくくなる
ので，難しいかもしれない。とりあえず，今後5年は確実にここに住み続けるつもりだ」（69歳男
性，単身世帯）。以上からもわかるように，高齢単身者にとって住み替えは，たとえ転出の意向が
あっても金銭的・立場的に容易なことではなく，今の住居に住まさるを得ないのが現状なのであ
る。
　（3）片親世帯
　片親世帯，特に母子世帯に関しては，自治体によって対応が異なるものの，公営の賃貸住宅に優
先入居させる場合が多い（由井・矢野，2000）。そのため，公営借家は母子世帯の住宅問題を解決
する手段としてその役割は大きい。しかし公営借家が母子世帯に対して十分な供給を行っていると
は言えず，母子世帯の住まいとして最も多いのは民営借家（31．9％）である（2003年全国母子世
帯等調査）。
　アンケート調査回答者のうち片親世帯は13世帯であるが，そのうち12世帯は母子世帯である。
転出の意向に関しては，「転出したいが無理だろう」という世帯は3世帯だった。アンケート調査
で転出しない理由を聞いたところ「仕方がないから」や「資金面」との回答であった。また，転出
の意向があっても「目処が立てば転出」や「わからない」という曖昧な回答も目立つ。「目処が立
てば転居したい」と回答した37歳女性は子どもを小学校と中学校に通わせながら調理師のパート
をしている。そして，今の住まいに対して次のように語っている。「今の家からは当分でることは
ないだろう。立地もいいし子どもが独立しても住み続けるかもしれない。賃貸は修繕が必要になっ
ても基本的にオーナーが直してくれるし，管理会社がいるのでゴミ捨当番もないから安心で楽だ。
年に二回ほど実家（岩手県）に帰省するが地元に戻るつもりは全くない」。この女性は，持家を持
てるか否かに関わらず，賃貸居住が最も合理的な居住手段と判断し，アンケート調査には転居の可
能性を示唆しながら実際は転居の意向は薄い。
　また「いずれ転居するだろう」と回答した45歳女性は，二人の社会人（著者注：第一子は独立）
の子どもと中学生の子どもを持ちながら，食堂でパートをしている。「一番どん底だったのは一日
の食費を400円に切り詰めなければいけないときだ。食事はモヤシの妙め物だけだった日もある。
財布の中に200円しかなくて途方にくれた時もある。いくら児童扶養手当があるとはいえ，育ちさ
かりの子供3人を養っていくのは並大抵なことではなかった」と当時の苦労話を聞かせてくれた。
今後の住まいについては，「とりあえず子どもが独立するまでは現状を変えるのは難しそうだ。子
どもが独立した時には，今の家は広すぎるからいずれは転居するだろう。UR賃貸住宅は更新料や
修繕費がかからないし，管理費も安いので将来的には住みたいと思っている。UR賃貸住宅が無理
でも便利な鶴瀬駅周辺に住もうと思っている」という。
　2003年の全国母子世帯等調査によると，母親がパートなどの非正規雇用の平均勤労年収は110万
円，正規雇用でも252万円である。アンケート調査では母子世帯12世帯中6世帯が正規雇用，5世
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帯がパートであり，全国母子世帯等調査の値と照らし合わせるならば，アンケート調査に回答した
多くの母子世帯は十分な勤労収入を得られていないと推察できる。こうした現状の中で，母子世帯
が引越し費用や引越しの際に発生する敷金や礼金といった初期費用を賄うのは容易ではなく，母子
世帯の多くはアパートに住み続けることが予想される。
　以上のように，対象地域のアパートには多様な世帯が居住している。とはいえアパートを一時的
な住まいとして捉えている若年単身者や「いずれは持家戸建住宅を」とマイホームの夢を膨らませ
る若年ファミリー世帯と，経済的・年齢的制約から持家とまではいかないまでもより良い住まいの
選択ができない世帯では，アパートの住居としての位置づけは異なる。そうした背景は，昨今の高
齢化，離婚率の上昇，不安定就労の広がり，婚姻の減少，公的住宅の不足などに求めることができ
る。また近年，人口減少や高齢化，都心回帰などによって郊外の縮小が叫ばれており，郊外の交通
アクセスの悪い住宅地などでは購入しても元本割れを起こしたり，不意の失業によって住宅ローソ
の返済が滞るリスクが高くなっている。こうしたリスク社会において，持家居住が必ずしも賢明な
選択肢ではなくなっている。そのため，今後は数ある選択肢の中からアパート居住を積極的に選択
する世帯も増えてこよう。
4．　まとめ
　本研究は，著者がこれまで研究対象としてきた埼玉県富士見市に多く立地するアパートにどのよ
うな人々が住んでいるのかという素朴な疑問に端を発している。「はじめに」でも記したように，
アパートは住居として身近な存在ではあるものの，居住者については不明な点が多い。これまでも
津田・長峰（1989ab）に代表されるように，高度経済成長期に建設された都心周辺の木賃アパー
ト研究は多くの蓄積を生んでいる。しかし，これまでに郊外に立地するアパートに着目した研究は
ないし，2000年以降アパートに関する研究もない。本研究はアパート居住者の研究を通してハウ
ジングや大都市圏における地域構造の研究に新たな展望を見出すことが目的ではなく，あくまで事
例地域報告にとどまっている。以下ではそこから得られた結果をまとめる。
　まず，若年世帯の特徴は，築20年未満の比較的新しいアパートに居住していること，居住期間
が短いこと，転出の意向が強いことである。特に35歳未満の若年単身世帯はそうした傾向が強
い。その中でも夫婦と子からなるファミリー世帯は，現住居周辺において戸建持家住宅の取得を考
えており，これらはローカルな住宅市場の潜在的顧客になっていることが指摘できる。総じて，若
年世帯は現住居を一時的な住まいとして捉えている傾向が強い。次いで壮年・高齢世帯の特徴は，
築20年以上の古いアパートに居住していること，居住期間が永い世帯も多いこと，転出の意向が
弱いことである。その背景として，壮年世帯では結婚などの可能性が薄いことや，不安定な就労で
あったり，所得水準が低いことが指摘できる。また，高齢世帯では年齢によって住み替えが難しい
ことや，経済的な制約から現住居に住まざるを得ないということが考えられる。最後に，片親世帯
は壮年・高齢世帯と同様に古いアパートに居住し，居住期間も比較的永く，積極的な転居の意向は
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弱い。片親世帯13世帯中12世帯が母子世帯であり，パートなどの非正規雇用の世帯も多い。その
ため，片親世帯においても経済的な制約からアパートに居住せざるを得ない世帯が多いものと思わ
れる。
　以上，本研究で明らかになったことを総括すると，対象地域のアパートはこれまでの木賃アパー
ト研究の結果と比して，より幅広い世代，幅広い家族形態，幅広い用途で利用されているというこ
とである。今後はこれらの結果をもとに，以上の調査で明らかになった人々がなぜ現住居に住んだ
のか（住まざるを得なかったのか）ということを，アパート所有者や供給業老，仲介業者など供給
者側の視点から明らかにしたい。
謝辞
　個人情報保護の気運が高まる今日において，アンケート調査および聞き取り調査に応じて頂いた
方々に深く感謝申し上げます。本研究を行うにあたり，2008年度明治大学文学部阿部英雄研究奨
励金（「首都圏郊外ミニ開発住宅地の住宅と住民の特性に関する研究」）の助成を受けた。なお本稿
の骨子は2009年人文地理学会大会（於：名古屋大学）にて発表した。
参考文献
川口太郎（2002）：大都市圏における世帯の住居移動．荒井良雄・川口太郎・井上孝編『日本の人口移動一ラ
　イフコースと地域性一』古今書院91－111。
国民生活センター（1981）：『大都市の賃貸住宅居住に関する研究』国民生活セソター．
多治見左近（2001）：都市居住と共同住宅．日本統計協会編『暮らし・住まい「大都市圏居住と共同住宅」』1－
　29．日本統計協会．
津田美知子・上野隆敏・長峯晴夫（1987）：木賃アパートの更新実態一木賃アパート地域の更新に関する研究
　その1－．日本建築学会計画系論文報告集　380：100－111．
津田美知子・長峯晴夫（1989a）：木賃アパート居住者の世帯構成と居住実態一更新住宅居住老との比較調査結
　果．日本建築学会計画系論文報告集380，36－45。
津田美知子・長峯晴夫（1989b）：木賃アパート居住者の居住歴と経済的実態一更新住宅居住者との比較調査結
　果．日本建築学会計画系論文報告集404．99－110．
日本住宅総合センター（1997）：『民間賃貸住宅の経営採算性に関する調査一土地所有者の土地活用の実態につ
　いて一』日本住宅総合センター．
住田昌二（2007）：『21世紀のハウジングー〈居住政策〉の構図一』ドメス出版．
平山洋介（2009）：『住宅政策のどこが問題か一〈持家社会〉の次を展望する』光文社新書．
三宅醇（1981）：民間木賃アパート経営者等の建て替え意向に関する研究．日本住宅公団調査研究期報　68：
　22－51．
三宅醇（1996）：人口・家族の変化と住宅需要．鈴木晃・岸本幸臣編『講座　現代居住2一家族と住居一』東京
　大学出版会205－235．
森本信明（1982）：木賃アパートの更新．住宅31－9：9－16．
森本信明（1994）：『都市居住と賃貸住宅一サプライサイドからの分析一』学芸出版社．
由井i義通・矢野桂二（2000）：東京都におけるひとり親世帯の住宅問題地理科学55－2：77－98．
一164一
